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連 結 注 記 表

〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕
１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　25社

（２）主要な連結子会社の名称
大日本塗料北海道株式会社、日塗化学株式会社、千葉化工株式会社、ジャパンパウダー塗料製造株式会社、日東三和塗料株式会社、
サンデーペイント株式会社、ＤＮＴサービス株式会社、岡山化工株式会社、ＤＮＴ山陽ケミカル株式会社、
株式会社宇部塗料商会、ビーオーケミカル株式会社、Thai DNT Paint Mfg.Co.,Ltd.、DNT Singapore Pte.,Ltd.、
DNT Paint(Malaysia)Sdn.Bhd.、PT. DNT INDONESIA、迪恩特塗料（上海）有限公司、迪恩特塗料（浙江）有限公司、
DAI NIPPON TORYO MEXICANA,S.A. de C.V.、DNT KANSAI MEXICANA S.A. de C.V.、ＤＮライティング株式会社、
ニッポ電工株式会社、シンロイヒ株式会社、日塗エンジニアリング株式会社、ニットサービス株式会社

（３）連結範囲の変更
当連結会計年度において、株式会社宇部塗料商会の全株式を取得したことにより、連結子会社として連結の範囲に含めておりま

す。

２．持分法の適用に関する事項
（１）持分法適用会社

友美工業株式会社　他２社

（２）持分法適用範囲の変更
該当事項ありません。

（３）持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を使用しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社のうち在外子会社９社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定しております。）

時価のないもの　　：移動平均法による原価法
②デリバティブ　　　　　：時価法
③たな卸資産　　　　　　：主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定しております。）

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

：定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　：10～50年
機械装置及び運搬具　：主に８年

②無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア　　　　：社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
その他　　　　　　　：定額法を採用しております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

：自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始
日が2008年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
を適用しております。なお、ＩＦＲＳを適用している一部の連結子会社は、（会計方針の変更）に記
載のとおり、当連結会計年度の期首より、「リース」（ＩＦＲＳ第16号）を適用しております。ＩＦ
ＲＳ第16号により、リースの借手については、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負
債として計上しており、資産計上された使用権資産の減価償却方法は定額法によっております。
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（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

在外連結子会社は、取引先の債権回収可能性を検討し、所要額を計上しております。
②役員賞与引当金

当社は、役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額を計上しております。
③製品補償引当金

当社の製品において、今後発生が見込まれる補償費等について、合理的に見積もられる金額を計上しております。
④環境対策引当金

主として今後発生が見込まれる環境汚染対策に伴い発生する費用支出に備えるため、対策費用の見込額を計上しております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）

②その他の工事
工事完成基準

（５）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連
結子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

②退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債の計上基準
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金

資産の額を控除した額を計上しております。ただし、年金資産の額が退職給付債務の額を超過している場合は、退職給付に係る
資産として計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準に
よっております。

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し
ております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。未認識数理計算上の差異及び未認識過
去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し
ております。

③消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

〔未適用の会計基準等〕
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）
「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）
「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）

（１）概要
国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）及び米国財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）は、共同して収益認識に関する包括的な会計基準の開

発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（ＩＡＳＢにおいてはＩＦＲＳ第15号、ＦＡＳＢにおいてはＡｃｃｏｕ
ｎｔｉｎｇ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ ＣｏｄｉｆｉｃａｔｉｏｎのＴｏｐｉｃ606）を公表しており、ＩＦＲＳ第15号は2018年１月１
日以後開始する事業年度から、Ｔｏｐｉｃ606は2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会
計基準委員会において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、ＩＦＲＳ第15号と整合性を図る便益の
１つである計算書類間の比較可能性の観点から、ＩＦＲＳ第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、会計基準を定める
こととされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替
的な取扱いを追加することとされております。

（２）適用予定日
2021年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用する予定であります。

（３）当該会計基準等の適用による影響
「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時点で評価中であります。
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「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）
「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）
「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）

（１）概要
国際会計基準審議会（ＩＡＳＢ）及び米国財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）が、公正価値測定についてほぼ同じ内容の詳細なガイ

ダンス（国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）においてはＩＦＲＳ第13号「公正価値測定」、米国会計基準においてはＡｃｃｏｕｎｔｉｎ
ｇ Ｓｔａｎｄａｒｄｓ ＣｏｄｉｆｉｃａｔｉｏｎのＴｏｐｉｃ820「公正価値測定」）を定めている状況を踏まえ、企業会計基準
委員会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を国際的な会計基準との整合性を図る取組み
が行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたものです。

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算定方法を用いることによ
り、国内外の企業間における計算書類の比較可能性を向上させる観点から、ＩＦＲＳ第13号の定めを基本的にすべて取り入れること
とされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮し、計算書類間の比較可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に
対するその他の取扱いを定めることとされております。

（２）適用予定日
2021年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用する予定であります。

（３）当該会計基準等の適用による影響
「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時点で未定であります。

〔会計方針の変更に関する注記〕
ＩＦＲＳを適用している一部の連結子会社は、当連結会計年度の期首より、「リース」（ＩＦＲＳ第16号）を適用しております。これに

より、借手は原則としてすべてのリースを連結貸借対照表に資産及び負債として計上しております。ＩＦＲＳ第16号の適用にあたり、経過
措置として認められている当該会計基準の適用による累積的影響を適用開始時に認識する方法を採用しております。したがって、比較情報
の修正再表示は行わず、累積的影響は、当連結会計年度の期首において、利益剰余金及び有形固定資産とリース債務の調整として認識して
おります。なお、当連結会計年度の連結計算書類に及ぼす影響は軽微であります。

〔連結貸借対照表に関する注記〕
１．有形固定資産の減価償却累計額 38,247百万円

２．保証債務
（特約店からの売上債権回収に関する保証）
三菱商事ケミカル株式会社 1,195百万円

３．担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産

預金 13百万円
担保に係る債務はありません。

４．土地の再評価
当社については「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律」（1999年３月31日及び2001年３月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額
から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法：「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号による地価税の課税価格の

基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に基づき、合理的な調整を行って算出しております。
・再評価を行った年月日：2001年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額： △2,414百万円

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
発行済株式

普通株式（株） 29,710,678 － － 29,710,678
自己株式

普通株式（株） 1,115,906 300,169 7,800 1,408,275
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(変動事由の概要)
１．普通株式の自己株式の株式数の増加300,169株は、2019年５月10日開催の取締役会決議に基づく自己株式取得による増加

300,000株及び単元未満株式の買取による増加169株であります。
２．普通株式の自己株式の株式数の減少7,800株は、ストック・オプション行使による減少7,800株であります。

２．剰余金の配当に関する事項
（１）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関するもの

2019年６月27日開催の第136期定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり決議しております。
①配当金の総額 714百万円
②配当原資 利益剰余金
③１株当たり配当額 25円
④基準日 2019年３月31日
⑤効力発生日 2019年６月28日

（２）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当のうち、基準日が当連結会計年度中のもの
2020年６月26日開催の第137期定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

①配当金の総額 707百万円
②配当原資 利益剰余金
③１株当たり配当額 25円
④基準日 2020年３月31日
⑤効力発生日 2020年６月29日

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 221,800株

〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に関する取組方針
当社グループは、銀行等からの借入によって必要な資金を調達し、一時的な余剰金があれば短期的な預金等に限定して運用する

ことを基本としております。デリバティブは、将来の金利、為替の変動リスクの回避を目的としており、実需の範囲内で行うこと
とし、投機的な取引は行わない方針であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、与信管理規定に則ってリスク低減を図っております。

外貨建債権債務については為替リスクに晒されておりますが、各社の必要に応じて為替予約等により、リスクの軽減を図っており
ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式等は市場価格の変動リスクに晒されており、四半期毎に時価の把握を
行っております。

借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、長期借入金の金利の変動リスクに対して必要に
応じて金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

デリバティブ取引は、変動金利長期借入金の支払利息を固定化するために金利スワップ取引を利用し、また、海外子会社におい
て外貨建金銭債権債務の為替の変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図るために為替予約取引を利用しております。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権につき、与信管理規定に則って、営業担当セクションが取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手
毎に残高を管理し、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握に努め、与信枠の増減や必要に応じて担保設定や保証の提供を
受ける等の措置により、信用リスクの軽減を図っております。連結子会社においても、当社の与信管理規定に準じて同様の管理
を行っております。

また、デリバティブ取引については、取引相手先が信用度の高い金融機関であるため、信用リスクはほとんどないと認識して
おります。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
金利スワップ取引は市場金利の変動リスクを、為替予約取引は為替相場の変動リスクを有しております。これらデリバティブ

取引の取扱いに関して、事務掌握、リスク管理要領等を定めたデリバティブ取引取扱規定があり、当該規定に基づきデリバティ
ブ取引を担当の財務部が取扱っております。また、連結子会社においても、当社のデリバティブ取引取扱規定に準じて同様の管
理を行っております。

投資有価証券のうち、上場株式等は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、当社はこれらを取引先との関係円滑化のた
めに継続的に保有することを基本としており、売買目的で保有するものではありません。これらについても、四半期毎に時価の
把握を行うほか、経理規則等に基づいて、財務部が発行会社の事業報告書を決算期毎に取得し、その財産、収支の状況を把握及
び経営会議等において報告し、あるいは、必要に応じ関係部署に通知する等、適切な管理ができる体制をとっております。
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③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、資金課が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持や、ＣＭＳ（キャッシュマネジメントシ

ステム）の利用等により、流動性リスクを管理しております。連結子会社においても、担当部署が同様の管理を行っております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当

該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることがありま
す。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは含まれておりません。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（１）現金及び預金 5,317 5,317 －
（２）受取手形及び売掛金 17,172 17,172 －
（３）投資有価証券 5,243 5,243 －
資産計 27,733 27,733 －

（１）支払手形及び買掛金 15,492 15,492 －
（２）短期借入金 1,160 1,160 －
（３）長期借入金 3,000 3,000 －
負債計 19,652 19,652 －

デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの － － －
②ヘッジ会計が適用されているもの － － －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（３）投資有価証券
これらの時価について、市場価格のある株式であるため、東京証券取引所の価格によっております。

負債
（１）支払手形及び買掛金、（２）短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（３）長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっ

ております。なお、１年内返済予定の長期借入金（連結貸借対照表計上額 600百万円）は、長期借入金に含めて表示しており
ます。

デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

当連結会計年度におけるヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引はありません。
時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額 332百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）投資有価証券」には含めておりません。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１株当たり純資産額 1,475円59銭
１株当たり当期純利益 128円96銭
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個 別 注 記 表

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券
関係会社株式　　：移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。）

時価のないもの：移動平均法による原価法

（２）たな卸資産　　　　：主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定し
ております。）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ：15～50年
構築物 ：主に15年
機械及び装置：主に８年
車両運搬具 ：主に４年
工具、器具及び備品：主に５年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア：社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
その他　　　：定額法を採用しております。

（３）リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

：自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が2008
年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。

３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額を計上しております。

（３）製品補償引当金
当社の製品において、今後発生が見込まれる補償費等について、合理的に見積もられる金額を計上しております。

（４）環境対策引当金
主として今後発生が見込まれる環境汚染対策に伴い発生する費用支出に備えるため、対策費用の見込額を計上しております。

（５）退職給付引当金又は前払年金費用
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によって

おります。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理をしておりま

す。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に10年）による定額法により翌事業年度か

ら費用処理することとしております。
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４．収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
（１）当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

：工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）

（２）その他の工事　　　：工事完成基準

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（１）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら
の会計処理の方法と異なっております。

（２）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

〔貸借対照表に関する注記〕
１．有形固定資産の減価償却累計額 20,496百万円

２．保証債務
（特約店からの売上債権回収に関する保証）
三菱商事ケミカル株式会社 1,195百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 4,482百万円
長期金銭債権 1,823百万円
短期金銭債務 8,607百万円

４．土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（1999

年３月31日及び2001年３月31日改正）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額から再評価に係る
繰延税金負債の金額を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
・再評価の方法：「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号による地価税の課税価格の

基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に基づき、合理的な調整を行って算出しております。
・再評価を行った年月日：2001年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額： △2,414百万円

〔損益計算書に関する注記〕
関係会社との取引高（損益計算書に掲記しているものを除く）

営業取引による取引高
売上高 3,674百万円
原材料有償支給高 14,326百万円
仕入高 18,570百万円
その他の営業取引高 2,451百万円

営業取引以外の取引高 1,778百万円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,408,275株

－ 7 －

個別注記表



〔税効果会計に関する注記〕
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 10百万円
未払事業税 14
未払賞与 155
社会保険料 25
製品補償引当金 110
ゴルフ会員権評価損等 12
貸倒引当金 16
投資有価証券評価損 25
減損損失 122
環境対策引当金 28
資産除去債務 2
その他 94
繰延税金資産小計 617
評価性引当額 △191

繰延税金資産合計 425
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △702
前払年金費用 △1,275
資産除去債務に係る資産 △1

繰延税金負債合計 △1,979
繰延税金負債の純額 △1,553

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕
重要性が乏しいため記載を省略しております。

〔関連当事者との取引に関する注記〕
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地 資本金
(百万円) 事業の内容

議 決 権 等 の
所 有 (被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社

日塗化学株式会
社 東京都港区 80 塗料及び樹脂の

製造・販売
所有
直接

100

塗料製品の購入及
び塗料原料の有償
支給
役員の兼任

ＣＭＳ預り金
（注２） 633 預り金 723

ジャパンパウダ
ー塗料製造株式
会社

愛知県小牧市 100 粉体塗料の製造
所有
直接

51

塗料製品の購入及
び塗料原料の有償
支給
役員の兼任

塗料製品の購入
（注３） 2,384 買掛金 794

原料の有償支給
（注４） 1,535 未収入金 665

ＤＮＴサービス
株式会社 大阪府東大阪市 90 塗料の製造

所有
直接

100

塗料製品の購入及
び塗料原料の有償
支給
役員の兼任

塗料製品の購入
（注３） 6,741 買掛金 586

原料の有償支給
（注４） 5,274 未収入金 862

ＤＮライティン
グ株式会社 神奈川県平塚市 527 照 明 器 材 の 製

造・販売
所有
直接

100
役員の兼任 ＣＭＳ預り金

（注２） 3,511 預り金 4,027

シンロイヒ株式
会社 神奈川県鎌倉市 490 蛍光顔料及び塗

料の製造・販売
所有
直接

98.5
塗料製品の販売
役員の兼任

資金の貸付
（ＣＭＳ貸付金含
む）
（注２）（注５）

182
短期貸付金
（ＣＭＳ貸付金
含む）

753

ニットサービス
株式会社 堺市美原区 100 倉庫業、貨物取

扱業
所有
直接

100

塗料製品の運送・保
管
役員の兼任

資金の回収
（注５） 92 長期貸付金 1,718

（注１）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
（注２）ＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）貸付金及び預り金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

なお、取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高を記載しております。
（注３）塗料製品の購入価額は、市場価額を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。
（注４）原料の有償支給額は、製造原価に運賃等の諸費用を勘案して決定しております。
（注５）資金貸付の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１株当たり純資産額 1,043円69銭
１株当たり当期純利益 85円98銭

〔連結配当規制適用会社〕
当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となります。
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